
2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体
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自治体人口・数の推移

＊濃い橙色：都道府県表明有
薄い橙色：市町村表明有（都道府県未表明）

表明都道府県 (9,082万人)
表明市区町村 (4,617万人)

7883万人

166自治体

 東京都・京都市・横浜市を始めとする289自治体（33都道府県、174市、3特別区、61町、18村）が
「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体人口約1億138万人※、GDP約450兆円。

※表明自治体人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。 （2021年2月26日時点）

資料２－２
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北海道 山形県 群馬県 茨城県 千葉県 富山県 長野県 滋賀県 岡山県 熊本県

　札幌市 　山形市 　太田市 　常陸大宮市 　千葉市 　魚津市 　小諸市 　湖南市 　岡山市 　熊本市

　石狩市 　米沢市 　館林市 　那珂市 　銚子市 　南砺市 　佐久市 京都府 　津山市 　菊池市

　ニセコ町 　東根市 　藤岡市 　筑西市 　木更津市 　立山町 　東御市 　京都市 　玉野市 　宇土市

　古平町 　南陽市 　上野村 　坂東市 　野田市 石川県 　松本市 　宮津市 　総社市 　宇城市

岩手県 　朝日町 　神流町 　桜川市 　成田市 　金沢市 　軽井沢町 　亀岡市 　備前市 　阿蘇市

　久慈市 　高畠町 　嬬恋村 　つくばみらい市 　八千代市 　加賀市 　池田町 　京田辺市 　瀬戸内市 　合志市

　二戸市 　川西町 　みなかみ町 　小美玉市 　山武市 山梨県 　立科町 　京丹後市 　赤磐市 　美里町

　葛巻町 　飯豊町 　大泉町 　茨城町 　我孫子市 　甲府市 　白馬村 　大山崎町 　真庭市 　玉東町

　普代村 　庄内町 茨城県 　城里町 　浦安市 　富士吉田市 　小谷村 　与謝野町 　和気町 　大津町

　軽米町 福島県 　水戸市 　東海村 　四街道市 　都留市 　南箕輪村 大阪府 　早島町 　菊陽町

　野田村 　郡山市 　土浦市 　五霞町 東京都 　山梨市 岐阜県 　大阪市 　久米南町 　高森町

　九戸村 　大熊町 　古河市 　境町 　世田谷区 　大月市 　大垣市 　豊中市 　美咲町 　西原村

　洋野町 　浪江町 　結城市 埼玉県 　葛飾区 　韮崎市 静岡県 　吹田市 　吉備中央町 　南阿蘇村

　一戸町 栃木県 　下妻市 　さいたま市 　多摩市 　南アルプス市 　静岡市 　泉大津市 広島県 　御船町

　八幡平市 　鹿沼市 　常総市 　秩父市 神奈川県 　北杜市 　浜松市 　枚方市 　広島市 　嘉島町

　宮古市 　大田原市 　高萩市 　所沢市 　横浜市 　甲斐市 　富士宮市 　東大阪市 　尾道市 　益城町

宮城県 　那須塩原市 　北茨城市 　飯能市 　川崎市 　笛吹市 　藤枝市 　阪南市 香川県 　甲佐町

　気仙沼市 　那須烏山市 　取手市 　狭山市 　相模原市 　上野原市 　御殿場市 兵庫県 　高松市 　山都町

　富谷市 　那須町 　牛久市 　深谷市 　横須賀市 　甲州市 　御前崎市 　神戸市 　善通寺市 宮崎県

秋田県 　那珂川町 　鹿嶋市 　入間市 　鎌倉市 　中央市 　牧之原市 　明石市 愛媛県 　串間市

　大館市 　潮来市 　日高市 　藤沢市 　市川三郷町 愛知県 奈良県 　松山市 鹿児島県

　守谷市 　小川町 　小田原市 　早川町 　岡崎市 　生駒市 福岡県 　鹿児島市

　三浦市 　身延町 　半田市 和歌山県 　北九州市 　知名町

　開成町 　南部町 　豊田市 　那智勝浦町 　福岡市 沖縄県

新潟県 　富士川町 　大府市 鳥取県 　大木町 　久米島町

　新潟市 　昭和町 　田原市 　米子市 長崎県

　柏崎市 　道志村 　みよし市 　北栄町 　平戸市

　佐渡市 　西桂町 　武豊町 　南部町 　五島市

　粟島浦村 　忍野村 三重県 島根県 佐賀県

　妙高市 　山中湖村 　志摩市 　松江市 　佐賀市

　十日町市 　鳴沢村 　南伊勢町 　武雄市

　富士河口湖町

　小菅村

　丹波山村

2050年 二酸化炭素排出実質ゼロ表明 自治体

表明市区町村 (4,200万人)表明都道府県 (8,390万人)

＊朱書きは表明都道府県、その他の色書きはそれぞれ共同表明団体

 東京都・京都市・横浜市を始めとする265自治体（30都道府県、154市、２特別区、61町、18村）が

「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明。表明自治体人口約9,629万人※、GDP約428兆円。
※表明自治体人口（各地方公共団体の人口合計）では、都道府県と市区町村の重複を除外して計算しています。 （2021年2月17日時点）
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9,629万人

265自治体

1956万人
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自治体人口・数の推移

資料２－２補足

資料２－２(2/26時点)では、宣言自治体名が
記載されていないため、参考として2/17時点
の資料を添付します。
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